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（基金事業の執行計画） （単位：千円）

海岸漂着物地域対策推進事業 平成24年度
平成25年度
（見込み）

平成26年度 合計 執行率

地域計画の策定・改定に係る事業 - 0 0 0

海岸漂着物等の回収・処理に係る事業 - 431,103 336,600 767,703 53.9%

海岸漂着物等の発生抑制策に係る事業 - 1,897 30,400 32,297 0.2%

0

- 433,000 367,000 800,000 54.1%

※事業計画書を提出する年度以外の年度は、執行済額又は執行見込額を記載する。

※執行率は、基金総額に対する執行済額の割合を記載する。
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平成２６年度海岸漂着物地域対策推進事業計画書（各年度計画書）
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（事業計画の概要）

H24 H25 H26

- （集計中） 6,970

- （集計中） 1,720

備考：

平成２６年度海岸漂着物地域対策推進事業計画書（各年度計画書）

平成２６年度成果目標

島根県、県内沿岸市町村

①海岸漂着物回収・処理事業　②発生抑制普及啓発事業

①海岸漂着物回収・処理事業
　県内沿岸各市町村において、海岸管理者等による海岸漂着物の回収・処理を実施する。なお、実施箇所については、関係機関による地区ブロック会議を開催し、決定する。
　漂着物量のデータとするべく、前年度回収・処理した箇所についても数カ所選定し、当年度の実施箇所に盛り込む。

②発生抑制普及啓発事業
　▽海岸漂着物は、国内から発生したものも多いため、益田市高津川上流域の小学生および中学生に対して普及啓発を行う。
　　　具体的な実施内容は次のとおり
　　　　　　・小学生および中学生と1区画100㎡に区切った海岸において、漂着物の回収を行い、内訳調査（生産国、種類ごとの集計）を行う。
　　　　　　・調査結果は、校区内の地域の方々への発表や家族内での伝えにより、漂着物の実態や原因を伝達する。

　▽対岸諸国から漂着するごみについては、韓国から来日する中・高生を対象に、県内海岸の漂着ごみの実態を現場での回収を通じて確認してもらう。
　　　具体的な実施内容は次のとおり
　　　　　　・県内学生と共に海岸の清掃活動を行い、漂着ごみの実態とその内容を確認する。
　　　　　　　また、帰国後に報告会を開催し、県内の漂着物の実態を伝えてもらう。

計画の名称

事業の実施期間 平成２６年度

回収処理量（ｔ）

雇用効果（人）

事業実施主体

平成２６年度計画概要

項目



（別紙２）

事業番号 事業名
総事業費
（千円）

補助率
補助金所要額
（千円）

事業実施者 実施方法 事業区分
海岸漂着物等
回収・処理量

(t)

雇用効果
（人/年）

当初
計画
から
の変
更の
有無

他の
国庫
補助
制度
の有
無

自治
体独
自の
補助
制度
の有
無

海岸漂着物回収処理事業 336,600 10/10 336,600

島根県、松江市、
出雲市、大田市、
江津市、浜田市、
益田市、隠岐の
島町、西ノ島町、
海士町、知夫村

業務委託 回収・処理 6970 1700 無 無 無

海岸漂着物発生抑制対策事業 30,400 10/10 30,400 県 直営 普及啓発 - 20 無 無 無

平成２６年度海岸漂着物地域対策推進事業計画書（各年度計画書）　事業一覧表


